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○ 事業再評価は重点審議と一括審議の２区分で審議

事業の進捗
状況の確認

一括審議
※前回からの変更点、再評価の視点、関係自治体
の意見、対応方針（原案）を審議案件一覧にて説明

○ 審議事業の重点・一括の選別は以下のフローを目安

【重点審議の条件】

事業の進捗に顕著な変更が認められる事業
(a) 事業計画が顕著に変更された事業
(b) 便益が顕著に減少する事業
(c) 事業費が顕著に増加する事業 ※１
(d) 事業の進捗予定が顕著に遅れている事業 ※２
(e) その他の要因 ※３

※１ 事業費の変化が１０％以上（物価・労務費等による変化は控除してもよい）
※２ 事業期間の変化が以下の基準以上

・河川・ダム・砂防事業、港湾事業、公園事業、営繕事業 １０％
・道路事業 ２０％

※３ その他の要因例
・事業費が１００億円以上増加し、増加要因が構造変更や工法変更によるもの
・今回の再評価で費用便益比が１．０未満となった事業
・委員の意見により重点審議を要する場合

重点審議
※事業概要、進捗状況、事業の評価等を説明し、
十分な審議時間を確保

１．再評価の審議区分の選出方法

顕著な変更が認められない事業
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＜事業費の増加の例＞

事業実施 供用

(着工)

５年継続

再評価
重点審議

再評価
一括

(完了)

再々評価後
５年以内

新規
事業採択
（100％）

基準値

基準値

事業変更
（104％）

事業変更
（108％）

再評価後
５年

事業変更
（105％）

再評価
一括

再々評価
一括

事業変更
（115％）

（再評価後５年）

再評価後
５年

○一括審議は、基準値に対して顕著な変更が認められない時に行う
○基準値は、重点審議を未実施の事業は新規採択時の値とし、重点審議を実施して
いる事業は重点審議の値とする

１．再評価の審議区分の選出方法
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河川整備計画変更の必要性を確認

事業再評価
（事後評価）

河川整備計画変更の検討
が必要な場合

河川整備計画の点検

・流域の社会情勢の変化・地域の意向・事業の進捗状況
・事業の進捗の見通し・河川整備に関する新たな視点

1.点検は、事業再評価の実施時期等を勘案して実施
2.必要に応じて河川に関し学識経験を有する者の意見を聴く
3.手続きは、変更の内容に応じて、策定時に比べて迅速化、簡素化を図るなど適切に行う

河川整備計画フォローアップ委員会

河川整備計画の点検 事
業
評
価
監
視
委
員
会

※「河川整備計画の点検及び変更について」 H25.2.25付より

（令和２年度より設置） 報
告

河川整備計画有識者会議

河川整備計画の検討
（河川整備計画の変更検討時に開催）

河川整備計画に基づく河川及びダム事業の事業再評価（事後評価）についてはフォローアップ委
員会で審議を行い、その結果を事業評価監視委員会の中で報告する。なお、砂防事業、海岸事業に
ついては従来どおり事業評価監視委員会で審議を実施する。

国土交通省所管公共事業の再評価実施要領
第６ 事業評価監視委員会
６ 河川整備計画の点検の手続きによる場合の取扱

河川事業、ダム事業について、河川整備計画策定後、計画
内容の点検のために学識経験者等から構成される委員会等
が設置されている場合は、事業評価監視委員会に代えて当
該委員会で審議を行うものとする。

河川及びダム事業の事後評価実施要領細目
第６ 事業評価監視委員会等

実施要領第６の５の規定に基づいて審議が行われた場合
には、その結果を事業評価監視委員会に報告するものと
する。

国土交通省所管公共事業の完了後の事後評価実施要領
第６ 事業評価監視委員会
５ 河川事業及び「ダム等の管理に係るフォローアップ制

度」の対象とならないダム事業については、河川整備計
画策定後、計画内容の点検のために、学識経験者等から
構成される委員会等が設置されている場合は、事業評価
監視委員会に代えて、当該委員会において審議を行うも
のとする。

実施要領第4の１(4)又は第6の6の規定に基づいて審議が行
われた場合には、その結果を事業評価監視委員会に報告す
るものとする。

河川及びダム事業の再評価実施要領細目
第６ 事業評価監視委員会

※河川整備計画変更に伴う事業再評価はフォローアップ委員会の中で実施。

変更となった場合※

再評価

事後評価

２．河川事業の事業評価について （令和2年度～）
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３．社会的割引率の参考値の設定について （令和6年度～）

5

○ただし、最新の社会経済情勢等を踏まえ、比較のために参考とすべき値を設定してもよい。
○社会的割引率※は、全事業において当面４％を適用する。

参考比較のための値は、平成 15 年～令和４年の期間の国債の実質利回りを踏まえた１%、
平成５年～令和４年の期間の国債の実質利回りを踏まえた ２%を標準とし、令和５年度以降に適用する。

公共事業評価の費用便益分析に関する

技術指針（共通編） R5.9改訂

※社会的割引率
時間軸上の価値を補正するもので、同じ財の現在と将来の交換比率である。すなわち、将来の費用

（効果又は便益）と現在の費用（効果又は便益）は実質的な価値が異なり、現在の費用（効果又は便
益）に比べ将来の費用（効果又は便益）の価値が低いものとする。

その価値の低減度合いを示すものが社会的割引率である。（右図イメージ）

＜重点審議資料の記載イメージ＞ ＜一括審議資料の記載イメージ＞

※出典 令和５年度 第１回公共事業評価手法研究委員会 資料３
https://www.mlit.go.jp/tec/content/03.pdf



（再評価）
一括審議資料

イメージ

一括審議案件資料

１．一般国道○○号○○バイパス
２．○○川水系直轄砂防事業
３．○○港○○地区国際海上ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ整備事業

令和７年○月○日

国土交通省 関東地方整備局

資 料 〇
令 和 ７ 年 度 第 〇 回

関 東 地 方 整 備 局

事 業 評 価 監 視 委 員 会
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一括審議資料
イメージ

令和７(2025)年度　第○回　関東地方整備局事業評価監視委員会　一括審議案件一覧

道路 1 一般国道○○号　○○バイパス ④ H○ R○ ○ R○ 1.3
前回評価から、事業期間に変
更はあるが、事業全体に顕著
な変更は生じていない。

（○○県知事からの意見）
・本事業は、国道○○号と環状○号線を立体交差化
するもので、混雑していた○○駅周辺の交通渋滞の
緩和に大きく寄与している。
・また、沿道環境の改善や駅周辺のまちづくりとの連
携による利便性向上の観点から、事業の必要性は高
い。
・このため、必要な予算を確保し、早期完成に向け、
事業を推進されたい。特に、残る電線共同溝整備や
側道・歩道整備、線形改良工事を実施し、早期の効果
発現を図ること。
・さらに、事業実施にあたっては、より一層のコスト縮
減を図るなど、効果的な事業推進に努めること。

【付帯意見】
①引き続き周辺交通へ与える影響に
対する対策に十分努めること
②工事進捗について地元住民への丁
寧な周知に努めること

【付帯意見への対応】
①事業用地内に工事用道路を設置す
る事で沿線における工事用車両の通
行を制限し、工事を実施した。
②工事実施にあたっては、工事内容
周知チラシの配布、掲示板による工
事進捗状況を周知した。

継続

河川 2 ○○川水系直轄砂防事業 ④ H○ R○ ○ R○ 3.9
前回評価から、事業全体に変
更はない。

（○○県知事からの意見）
○○川流域における直轄砂防事業は県民の命と暮ら
しを守るために必要不可欠であり、引き続きの実施を
お願いしたい。
（○○県知事の意見）
○○川流域における砂防事業は、本県にとって治水
上、必要不可欠な事業であることから、事業の継続が
必要であると考えている。
なお、事業の実施にあたっては、引き続きコスト縮減
に十分留意し、着実に事業を進めること。

なし 継続

港湾 3
○○港○○地区国際海上ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ
整備事業

④ H○ R○ ○ R○ 3.3
前回評価から、事業全体に変
更はない。

本事業は、東日本最大の○○輸出拠点であり、我が
国の産業や経済を支える重要な役割を担っています。
○○の効果的な海上輸送を実現し、○○港の国際競
争力強化を図るためにも、本事業の継続は不可欠で
す。
つきましては、早期完成に向けて強力に事業を推進し
て頂きますようお願いします。

なし 継続

　※1　再評価理由 ※2 費用便益比算定上設定した完成予定年度等。

※3 前回評価時において実施した費用便益分析の要因に変化が見られないこと等から、前回評価の費用便益分析の結果を用いている。

※4 上段の値は、一体評価区間の費用便益分析結果を示す。下段（）書きの値は、単独区間の費用便益分析結果を示す。

　　⑤：社会情勢の急激な変化､技術革新等により再評価の実施の必要が生じた事業

　　①：事業採択後３年間が経過した時点で未着工の事業

　　②：事業採択後５年間が経過した時点で継続中の事業

　　③：準備・計画段階で３年間が経過している事業

　　④：再評価実施後５年間が経過している事業

本事業は、現段階において
も、その事業の必要性、重要
性は変わっておらず、引き続
き事業を継続することが妥当
と考えます。

当該事業は、コンテナ船の大
型化や取扱貨物量の増大等
に対応し、物流の効率化を図
る観点から、事業の必要性、
重要性は高く、引き続き事業
を継続し効果発現を図ること
が妥当と考えます。

全体
事業費
(億円)

完成予
定年度

※2
B/C

前回評価からの主な変更点及
び理由

再評価の視点 関係自治体の意見  前回評価時の付帯意見及び対応
対応
方針

（原案）

本事業は、渋滞の緩和、沿道
環境の改善、関連事業との連
携による公共交通機関の利
便性向上などの観点から、事
業の必要性、重要性は高く、
早期の効果発現を図ることが
妥当と考えます。

事業
区分

事業名
再評価
理由
※1

事
業
採
択

前
回
評
価



（１）一般国道○号 ○○バイパス

・昭和○年度より順次４車線開通しており、現在までに
○kmが開通済み。

・当該事業の用地取得率は約○％（R○.○末）。
・事業区間全体で調査設計、用地買収及び工事を推進。
・軟弱地盤対策による地盤改良の追加（約○億円）、物

価・労務費上昇（約○億円）による増加(約○億円)。
・○○工の施工において、関係機関協議を踏まえた施工

により一定程度の期間を要しているところ。
※社会情勢等について大きな変化は見られない

３.事業の進捗状況等

【事業全体】 【残事業】
（前回） （今回） (今回）

総便益B： 約○○億円 約○○億円 B：約○億円
総費用C： 約○○億円 約○○億円 C：約 ○億円

B/C ＝ ○ ○ B/C ＝ ○
●（2%） ●（2%）
●（1%） ●（1%）

５．事業の投資効率性

・事業継続とする。
・本事業は、交通渋滞の緩和、交通安全の確保、産業活動の支援などの観
点から事業の必要性・重要性は高く、早期の効果発現を図ることが妥当と
考える。

・渋滞の緩和、交通事故の減少が期待される。
・○○空港と周辺の観光施設のアクセス性が向上し、イ
ンバウンド観光の活性化に貢献することが期待される。

４.事業の効果等

・交通混雑の緩和 ・産業活動の支援

１．目 的

：至）○○県○○市○○
：○km・○m
：○車線
：○○○～○○○台/日
：昭和○年度（１９○○年度）
：(前回)約○億円 (今回)約○億円

区 間

２．事業概要
ルビ

計 画 延 長 ・ 幅 員
車 線 数
計 画 交 通 量
事 業 化
全 体 事 業 費

:自)○○県○○市○○
ルビ

フォントは、全てMSPゴシックで統一
地先名等、難読な漢字はルビを記載

６．概要図

暫定〇/〇車線開通済（H〇）
延長〇km

〇〇台/日

〇〇台/日

至

〇
〇
市

至

〇
〇
市

国道〇号〇〇バイパス 延長〇km

凡例：計画交通量

完成〇/〇車線
開通済（H〇)

延長〇km
〇/〇車線事業中

延長〇km

計画断面図（単位：ｍ）

国道〇号
〇〇バイパス

凡 例

事業中区間

開通 区間
（暫定 2 車線 ）

調査中 区間

高速道路
一般国道
主要地方道
一般県道
市道

再評価対象区間 延長〇㎞

開通済区間

７．対応方針（原案）

（起点）
○
○
県
○
○
市
○
○

（終点）

〇〇市

〇〇町

ル
ビ

ルビ

ルビ

○
○
県
○
○
市
○
○

ル
ビ

ル
ビ

ル
ビ

算出マニュアル：（前回）R●.● （今回）R●．●
基礎データ ：（前回）H22ｾﾝｻｽ（今回）H27ｾﾝｻｽ
B/C算定上設定した完成年度は令和〇（〇〇）年度
総費用には電線共同溝の事業費は含まない

0.00
現況断面

一括審議資料
イメージ ２枚程度

事業費増加の内訳記載

完成年度等の記載
（２．事業概要での記載も可）
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（１）一般国道○号 ○○バイパス

事業費変更の内容①

○○○に伴う増加・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・約○億円 増額

・○○○

図・表などを記載

図・表などを記載

コスト縮減

図・表などを記載

JR跨線橋部における橋梁の見直し・・・・・・・・・・・・・約○億円縮減

・○○バイパスにおいて、JR跨線橋の橋長を短くすることで、橋梁

設置に伴う地域分断の影響を最小限に抑えつつ、上下線計約○

億円のコストを縮減。

図・表などを記載

事業費変更の内容②

事業費変更の内容③

○○○に伴う増加・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・約○億円 増額

・○○○

○○○に伴う増加・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・約○億円 増額

・○○○

一括審議資料
イメージ ２枚程度

事業費増やコスト縮減等がある場合に記載
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